
改憲手続き法案の採決強行に強く抗議する

２００７年５月１４日

埼玉県高等学校教職員組合中央執行委員会

自民・公明両党は、５月11日に参議院憲法調査特別委員会で、14日には参議院本会議

で改憲手続き法案の採決を強行しました。10日午前の委員会での参考人質疑は与党推薦

の公述人が２人とも欠席したまま行い、午後にはさいたま市と横浜市で地方公聴会を開

催するという異常な審議日程を強行し、中央公聴会も開催せずに委員会採決を強行しま

した。また、どの世論調査を見ても今国会での成立を求める国民の声は少数です。こ

のように、国会の審議ルールを無視し、慎重審議を求める世論にも耳を貸さずに猛ス

ピードで成立を強行した与党・安倍内閣に対して埼高教は強く抗議するものです。

そもそも、国民主権のもとで、憲法という最高法規の改正について主権者自身が直接

判断を下す国民投票はきわめて重みのある制度であり、慎重の上にも慎重を期して検討

すべきものと考えます。こうした観点から、審議の中でも様々な問題点が指摘されまし

たが、何ら明解な答弁がないまま与党は法案を成立させました。

第１に、最低投票率の定めがなく、有権者の１割、２割台で最高法規の改定が行われ

かねないという問題です。第２には、国民の自由で活発な討論が行われるべき国民投票

運動に対し、公務員と教員には「地位利用」という曖昧な理由で運動に制限が加えられ

るという問題です。第３には、投票日の14日前までは有料宣伝に何ら制限がないため、

豊富な財力を持つ改憲派が「金で憲法を買う」ことができるという問題です。第４には、

改憲案を国民に周知するための広報協議会が、

改憲案を発議する立場にある国会に置かれ、しかも各会派の議席比率によって構成され

るため、その中立性が問われるという問題です。その他にも、最短で60日という国民

投票運動期間の短さの問題、衆・参両院の独立性を損なう両院合同審査会と両院協議会

の問題など、審議を尽くさねばならなかった論点は多岐にのぼります。

今回の改憲手続き法は、安倍内閣がねらう憲法改悪、とりわけ９条改悪のためのもの

であることは明らかです。改憲手続き法は３年間「凍結」するとしていますが、国会に

設置される「憲法審査会」では、「凍結」期間中でも改憲原案の「骨子案の作成」は進め

るとしています。今後３年以降には行われるであろう国民投票に向けて、憲法９条の
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※分会長さんにお渡しください。増刷して全教職員に配布してください。

値打ちを大いに語り、「９条を守れ」の圧倒的な世論で改憲勢力を包囲していくこと

がきわめて重要な課題になっています。

『朝日新聞』（07年５月２日付け）世論調査によれば、78％が９条は「平和に貢献」し

ていると答え、『読売新聞』（07年４月６日）世論調査では、「憲法を改正する方がよい」

と答えた人は３年連続減少しています。「９条を守れ」の声は多数派であり、この声はさ

らに飛躍的に広がる可能性を持っています。こうした世論の変化は、約3,200人の賛同者

に達する「高校・障害児学校九条の会」をはじめ、全国で6,000以上つくられている「九

条の会」の運動、毎月「９の日」に行われている駅頭宣伝など埼高教の運動の成果が反

映していることは間違いありません。

埼高教は、与党・安倍内閣の今回の暴挙をきびしく抗議するとともに、今後「高校・

障害児学校九条の会」や「憲法改悪反対地域共同センター」など、憲法改悪に反対する

あらゆる団体と連帯して、職場・地域で運動をすすめ、改憲派が改憲案を発議できなく

なるような世論をつくるために全力を尽くすことを表明します。

※中央行動に参加しよう！

５月１６日（水）

１１：００～１１：４５ 意思統一集会（社会文化会館（永田町）３階会議室）

１２：３０～ 中央決起集会（日比谷野外音楽堂）

１３：３０～ 国会請願デモ

１４：００～１６：００ 国会前座り込み及び国会傍聴

＜抗議文書の送付先＞
※職場・分会で、抗議文書を送付しよう！
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